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：

■ 投資信託のリスク

＜購入時に投資者が直接的に負担する費用＞
　● 購入時手数料
＜換金時に投資者が直接的に負担する費用＞
　● 信託財産留保額　
　● 換金手数料
＜保有期間中に投資者が信託財産で間接的に負担する費用＞
　● 運用管理費用（信託報酬）　
　● 監査費用
　● その他の費用・手数料（組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用、借入金の利息等）
※ 当該費用とその合計額、上限額および計算方法は個別の商品毎に異なりますので、当資料では記載して

おりません。
※ 詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■ 投資信託の費用

● 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果（損益）はすべて投資者
の皆様のものとなります。投資元本および利回りが保証された商品ではありません。

● 当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。投資信託のご購入に際しては、販売会社より
お渡しする投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等（目論見書補完書面を含む）の内容
を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。

● 投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。
証券会社以外の金融機関で購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。

● 当資料のいかなる内容も将来の市況動向等を示唆あるいは保証するものではありません。
● 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証する

ものではありません。
● 当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではなく、投資勧誘を目的とするものではありません。また、

個別のファンドを推奨するものではありません。

■ ご留意いただきたい事項

● 投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建資産の場合には為替変動リスクもあります）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

● 投資信託は、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果（損益）はすべて
投資者の皆様のものとなりますので、リスクを十分にご認識ください。

● 基準価額の変動要因は個別の商品毎に異なります。ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）
の内容を十分にお読みください。
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1.ファンドの目的・特色

ファンドの目的
「ニッセイ外国株式インデックスマザーファンド」を通じて、実質的に日本を除く主要先進
国の株式に投資することにより、MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）
の動きに連動する投資成果を目標に運用を行います。

ファンドの特色
1 日本を除く主要先進国の株式に投資することにより

MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）に連動する
投資成果をめざします。
● 当社独自の計量モデル等を活用し、ポートフォリオを構築します。
● 原則として、対円での為替ヘッジ※は行いません。

※為替ヘッジとは、為替変動による資産価値の変動を回避する取引のことをいいます。

〈基準価額と指数の連動性に関する留意点〉
ファンドはMSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）に連動する投資成果をめざしますが、当該指数の構
成銘柄すべてを組入れないこと、資金の流出入と実際の銘柄等の売買のタイミングのずれ、売買時のコストや運用管
理費用（信託報酬）等の費用を負担することなどから基準価額と当該指数との動きが完全に一致しないことがあります。

2 購入時および換金時の手数料は無料です。
● 購入時の購入時手数料および換金時の換金時手数料、信託財産留保額はありません。
・保有期間中に運用管理費用(信託報酬)等をファンドからご負担いただきます。

● MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）について
同指数は、MSCI Inc.が公表している指数であり、日本を除く主要先進国の株式により構成されています。同指数に関する著作権、知
的財産権、その他一切の権利はMSCI Inc.に帰属します。また、MSCI Inc.は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権
利を有しています。
なお、「円換算ベース」とは同指数をもとに、委託会社が独自に円換算したものです。

ファンドの目的を達成するための具体的な運用方法や、
ファンドの仕組み、主な投資制限、収益分配方針などが記載
されています。商品性をしっかり理解しましょう。

ファンドがめざす投資成果が簡潔に記載されています。

どのような資産に投資するのか、値上がり益による「成長」を
めざすのか、配当・利子収入等の「安定した収益」の獲得を重視
するのかなど、ご自身のニーズに合っているかご確認ください。

インデックス運用とアクティブ運用はどちらがいいの？

それぞれに長所・短所があるので、どちらがいいかは一概には言えません！

ファンドの目的・特色投資信託説明書（交付目論見書）とは、投資信託の購入にあたって投資判断に必要な
重要事項を説明した書類です。
しかし、専門用語も多く分かりづらいと感じることもあるかもしれません。
この「かんたんガイド」では、投資信託説明書について押さえておきたい４つのポイントを
案内役のふくろう教授が解説します。

投資信託説明書に
書かれているのは、大きく分けてこの4つ。
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基準価額は
どのような要因で、

どのくらい変動するのか？
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運用資産の状況は？

購入・換金の手続は？
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ファンドの目的

【インデックス運用】
日経平均株価など各種指数に連動した投資
成果をめざす運用

【アクティブ運用】
各種指数を上回る投資成果をめざす運用

目標とする指数 実 績

長所：値動きがわかりやすい、手数料が低い
短所：指数を上回る投資成果は期待しにくい

目標とする指数 実 績

長所：指数を上回る投資成果が得られる可能性がある
短所：指数を下回る投資成果となる可能性がある、

手数料が高い

自分の投資目的にあった投資対象や運用方法を
選ぶことが大切なんですね！

アドバイスワンポイント
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2.投資リスク

基準価額の変動要因
●ファンド（マザーファンドを含みます）は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替
変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。また、MSCIコク
サイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）の動きに連動することを目標に運用しま
すので、MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）の動きにより基準価額
は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果
（損益）はすべて投資者の皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識
ください。

◉主な変動要因

株 式 投 資 リ ス ク
株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、
また業績悪化（倒産に至る場合も含む）等により、価格が下落することがあ
ります。

為 替 変 動 リ ス ク
原則として対円での為替ヘッジを行わないため、外貨建資産については、
為替変動の影響を直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの資産
価値が減少します。

流 動 性 リ ス ク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される
時期または価格で取引が行えず、損失を被る可能性があります。

・基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点
○分配金に関しては、以下の事項にご留意ください。

・分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、
その金額相当分、基準価額は下がります。

・分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することにな
ります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

・受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部
払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上が
りが小さかった場合も同様です。

○委託会社の主要株主である日本生命保険相互会社は2016年10月末現在、ファンドの主要投資対象である
マザーファンドを他のベビーファンドを通じて実質的に20.0％保有しています。当該保有分は日本生命保険
相互会社により換金されることがあります。
○ファンドのお取引に関しては、クーリング・オフ（金融商品取引法第37条の６の規定）の適用はありません。
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2.投資リスク

（参考情報）投資リスクに関する参考情報として、ファンドのリスクの定量的な把握・比較を目的に
下記のグラフを作成しています。

①ファンドの年間騰落率および
税引前分配金再投資基準価額の推移

②ファンドと代表的な資産クラスとの
騰落率の比較
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グラフは次に記載の基準で作成していますが、ファンドの設定日以降のデータが５年分に満たないため、ファンドの騰落
率において、不足するデータに関してはファンドのベンチマーク（MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベー
ス））を用いて算出しています。したがって、グラフにおけるファンドの騰落率は、すべてがファンドの実績ではありませ
んのでご留意ください。
・グラフにおけるファンドに関する記載は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算した基準価額によるもので
あり、実際の基準価額に基づいて計算した年間騰落率および実際の基準価額の推移とは異なる場合があります。ファンド
および代表的な資産クラスの年間騰落率は、各月末における直近１年間の騰落率です。

・グラフ①は、過去５年間のファンドの実績です。グラフ②は、過去５年間におけるファンドおよび代表的な資産クラスの
年間騰落率の最大値・最小値・平均値について表示しています。

＜代表的な資産クラスにおける各資産クラスの指数＞
日 本 株 ・・・ TOＰIX（東証株価指数）（配当込み）
先進国株 ・・・ MSCIコクサイ･インデックス（配当込み、円ベース）
新興国株 ・・・ MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債 ・・・ NOMURA-BPI 国債
先進国債 ・・・ シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債 ・・・ JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイド（円ベース）
・すべての資産クラスがファンドの投資対象とは限りません。
・海外の指数は、「為替ヘッジなし（対円）」の指数を採用しています。

前記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆、保証するものではありません。

・TOPIX（東証株価指数）は、株式会社東京証券取引所（以下「東証」といいます）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、
利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウおよびTOPIX（東証株価指数）の商標または標章に関するすべての権利
は東証が有しています。

・MSCIコクサイ・インデックスは、MSCI Inc．が公表している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権、その他一切の権利
はMSCI Inc．に帰属します。また、MSCI Inc．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

・MSCIエマージング・マーケット・インデックスは、MSCI Inc．が公表している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権、
その他一切の権利はMSCI Inc．に帰属します。また、MSCI Inc．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利
を有しています。

・NOMURA-BPI 国債とは、野村證券株式会社が公表している指数で、その知的財産は野村證券株式会社に帰属します。なお、野村
證券株式会社は、当ファンドの運用成果等に関し、一切責任を負いません。

・シティ世界国債インデックスは、Citigroup Index LLCが開発した債券指数で、著作権、商標権、知的財産権、その他一切の
権利は、Citigroup Index LLCに帰属します。

・JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイドは、JPモルガン社が算出する債券インデックスであり、その著作権および
知的所有権は同社に帰属します。

今までどのように分配を出してきたのか直近の動向を
確認できます。ただし、分配金額は基準価額の水準や
市況動向等により変動しますので留意しましょう。

基準価額は「投資信託の時価」、純資産総額は「投資信託
の規模」を表します。基準価額の値動きや、純資産総額
の増減などを確認しましょう。

運用実績

次は
手続
・手
数料
等！

ファンドがどのような資産を保有しているのかを記載
しています。

基準価額の値動きの大きさは？

ファンドは値動きのある株式や債券等に投資するため、
基準価額は変動します。
預貯金とは異なり、投資元本を割り込む可能性があること
をご認識ください。

ファンドごとに基準価額の変動要因は異なります。
どのようなリスクがあるのかを確認しましょう。

基準価額の主な変動要因：
株式投資リスク、債券投資リスク、不動産投資信託
(リート)投資リスク、為替変動リスク、カントリーリスク、
流動性リスク　など

投資信託に共通する
基本的なリスク
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3.運用実績
2017年５月末現在

●基準価額・純資産の推移
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税引前分配金再投資基準価額（左軸）
純資産総額（右軸）

・基準価額は運用管理費用（信託報酬）控除後のものです。
・税引前分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を再投資したものとして計算しております。

基準価額 13,611円

純資産総額 503億円

●分配の推移 １万口当り（税引前）

2014年11月 0円

2015年11月 0円

2016年11月 0円

直近１年間累計 0円

設定来累計 0円

ファンドの運用実績は、あくまで過去の実績であり、将来の運用成果等を約束するものではありません。
最新の運用実績については、委託会社のホームページでご確認いただけます。

●主要な資産の状況（マザーファンド）
国・地域別組入比率
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業種別比率
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12.7%

16.6%

17.7%

・上記グラフはすべて対組入株式等評価額比です。
・国・地域はニッセイアセットマネジメントの分類によるものです。
・業種はＧＩＣＳ分類（セクター）によるものです。なお、ＧＩＣＳに関する知的財産所有権はＳ＆ＰおよびMSCI Inc.に帰属します。
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値動きの大きさをチェックする！
分配金を理解する！

ポイント
4

投資リスク

（参考情報）で変動幅を確認しましょう。
左のグラフは、過去のファンドの実績です。年間
騰落率と、分配金を再投資したものとみなして計算
した基準価額の推移を確認することができます。
右のグラフは、ファンドと代表的な資産クラスの年間
騰落率の最大値・最小値・平均値を示しています。
棒グラフの高低差が値動きの大きさを示しており、
債券より株式の方が値動きは大きい傾向に
あります。

分配金が多いファンド ＝ 良いファンド？

必ずしもそうとは言えません！
分配金は、ファンドの信託財産（ファンドが保有して
いる資産）から支払われますので、分配金が支払わ
れると、その金額相当分、基準価額は下がります。
受け取った分配金と基準価額の変動を合わせた
トータルリターン※で見ることがポイントです。
※トータルリターン＝（現在の基準価額ー購入時の基準価額）

＋受け取った分配金

分配の推移

基準価額・純資産の推移

主要な資産の状況

ファンドで分配金が
支払われるイメージ

投資信託の
財産

分配金

ファンドごとに基準価額の変動要因と値動きの大きさは異なります。
ファンドのリスクを十分に理解したうえで、上手くいかなかった場合でも

損失を受け入れることのできる範囲で投資しましょう。
運用実績をチェックするときは、分配金だけに
着目することがないように注意しましょう！

基準価額の主な変動要因

アドバイ
スワンポイン
トアドバイ

スワンポイン
ト

※直近の運用実績については、マンスリーレポートを
　確認しましょう。
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2.投資リスク

基準価額の変動要因
●ファンド（マザーファンドを含みます）は、値動きのある有価証券等（外貨建資産には為替
変動リスクもあります）に投資しますので、基準価額は変動します。また、MSCIコク
サイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）の動きに連動することを目標に運用しま
すので、MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベース）の動きにより基準価額
は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

●ファンドは、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果
（損益）はすべて投資者の皆様のものとなりますので、ファンドのリスクを十分にご認識
ください。

◉主な変動要因

株 式 投 資 リ ス ク
株式は国内および国際的な景気、経済、社会情勢の変化等の影響を受け、
また業績悪化（倒産に至る場合も含む）等により、価格が下落することがあ
ります。

為 替 変 動 リ ス ク
原則として対円での為替ヘッジを行わないため、外貨建資産については、
為替変動の影響を直接的に受けます。一般に円高局面ではファンドの資産
価値が減少します。

流 動 性 リ ス ク 市場規模が小さいまたは取引量が少ない場合、市場実勢から予期される
時期または価格で取引が行えず、損失を被る可能性があります。

・基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点
○分配金に関しては、以下の事項にご留意ください。

・分配金は、預貯金の利息とは異なり、ファンドの信託財産から支払われますので、分配金が支払われると、
その金額相当分、基準価額は下がります。

・分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて
支払われる場合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することにな
ります。また、分配金の水準は、必ずしも計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

・受益者のファンドの購入価額によっては、支払われる分配金の一部または全部が実質的に元本の一部
払戻しに相当する場合があります。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上が
りが小さかった場合も同様です。

○委託会社の主要株主である日本生命保険相互会社は2016年10月末現在、ファンドの主要投資対象である
マザーファンドを他のベビーファンドを通じて実質的に20.0％保有しています。当該保有分は日本生命保険
相互会社により換金されることがあります。

○ファンドのお取引に関しては、クーリング・オフ（金融商品取引法第37条の６の規定）の適用はありません。
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2.投資リスク

（参考情報）投資リスクに関する参考情報として、ファンドのリスクの定量的な把握・比較を目的に
下記のグラフを作成しています。

①ファンドの年間騰落率および
税引前分配金再投資基準価額の推移

②ファンドと代表的な資産クラスとの
騰落率の比較
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グラフは次に記載の基準で作成していますが、ファンドの設定日以降のデータが５年分に満たないため、ファンドの騰落
率において、不足するデータに関してはファンドのベンチマーク（MSCIコクサイ・インデックス（配当込み、円換算ベー
ス））を用いて算出しています。したがって、グラフにおけるファンドの騰落率は、すべてがファンドの実績ではありませ
んのでご留意ください。
・グラフにおけるファンドに関する記載は、税引前の分配金を再投資したものとみなして計算した基準価額によるもので
あり、実際の基準価額に基づいて計算した年間騰落率および実際の基準価額の推移とは異なる場合があります。ファンド
および代表的な資産クラスの年間騰落率は、各月末における直近１年間の騰落率です。

・グラフ①は、過去５年間のファンドの実績です。グラフ②は、過去５年間におけるファンドおよび代表的な資産クラスの
年間騰落率の最大値・最小値・平均値について表示しています。

＜代表的な資産クラスにおける各資産クラスの指数＞
日 本 株 ・・・ TOＰIX（東証株価指数）（配当込み）
先進国株 ・・・ MSCIコクサイ･インデックス（配当込み、円ベース）
新興国株 ・・・ MSCIエマージング・マーケット・インデックス（配当込み、円ベース）
日本国債 ・・・ NOMURA-BPI 国債
先進国債 ・・・ シティ世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債 ・・・ JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイド（円ベース）
・すべての資産クラスがファンドの投資対象とは限りません。
・海外の指数は、「為替ヘッジなし（対円）」の指数を採用しています。

前記グラフは過去の実績であり、将来の運用成果等を示唆、保証するものではありません。

・TOPIX（東証株価指数）は、株式会社東京証券取引所（以下「東証」といいます）の知的財産であり、指数の算出、指数値の公表、
利用など同指数に関するすべての権利・ノウハウおよびTOPIX（東証株価指数）の商標または標章に関するすべての権利
は東証が有しています。

・MSCIコクサイ・インデックスは、MSCI Inc．が公表している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権、その他一切の権利
はMSCI Inc．に帰属します。また、MSCI Inc．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利を有しています。

・MSCIエマージング・マーケット・インデックスは、MSCI Inc．が公表している指数です。同指数に関する著作権、知的財産権、
その他一切の権利はMSCI Inc．に帰属します。また、MSCI Inc．は同指数の内容を変更する権利および公表を停止する権利
を有しています。
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最新の運用実績については、委託会社のホームページでご確認いただけます。

●主要な資産の状況（マザーファンド）
国・地域別組入比率
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・上記グラフはすべて対組入株式等評価額比です。
・国・地域はニッセイアセットマネジメントの分類によるものです。
・業種はＧＩＣＳ分類（セクター）によるものです。なお、ＧＩＣＳに関する知的財産所有権はＳ＆ＰおよびMSCI Inc.に帰属します。
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3.運用実績
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基準価額 13,611円

純資産総額 503億円

●分配の推移 １万口当り（税引前）

2014年11月 0円

2015年11月 0円

2016年11月 0円

直近１年間累計 0円

設定来累計 0円

ファンドの運用実績は、あくまで過去の実績であり、将来の運用成果等を約束するものではありません。
最新の運用実績については、委託会社のホームページでご確認いただけます。

●主要な資産の状況（マザーファンド）
国・地域別組入比率
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・上記グラフはすべて対組入株式等評価額比です。
・国・地域はニッセイアセットマネジメントの分類によるものです。
・業種はＧＩＣＳ分類（セクター）によるものです。なお、ＧＩＣＳに関する知的財産所有権はＳ＆ＰおよびMSCI Inc.に帰属します。

値動きの大きさをチェックする！
分配金を理解する！

ポイント
4

投資リスク

（参考情報）で変動幅を確認しましょう。
左のグラフは、過去のファンドの実績です。年間
騰落率と、分配金を再投資したものとみなして計算
した基準価額の推移を確認することができます。
右のグラフは、ファンドと代表的な資産クラスの年間
騰落率の最大値・最小値・平均値を示しています。
棒グラフの高低差が値動きの大きさを示しており、
債券より株式の方が値動きは大きい傾向に
あります。

分配金が多いファンド ＝ 良いファンド？

必ずしもそうとは言えません！
分配金は、ファンドの信託財産（ファンドが保有して
いる資産）から支払われますので、分配金が支払わ
れると、その金額相当分、基準価額は下がります。
受け取った分配金と基準価額の変動を合わせた
トータルリターン※で見ることがポイントです。
※トータルリターン＝（現在の基準価額ー購入時の基準価額）

＋受け取った分配金

分配の推移

基準価額・純資産の推移

主要な資産の状況

ファンドで分配金が
支払われるイメージ

投資信託の
財産

分配金

ファンドごとに基準価額の変動要因と値動きの大きさは異なります。
ファンドのリスクを十分に理解したうえで、上手くいかなかった場合でも

損失を受け入れることのできる範囲で投資しましょう。
運用実績をチェックするときは、分配金だけに
着目することがないように注意しましょう！

基準価額の主な変動要因

アドバイ
スワンポイン
トアドバイ

スワンポイン
ト

※直近の運用実績については、マンスリーレポートを
　確認しましょう。

3 4
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4.手続・手数料等

お申込みメモ

購 入 時

購 入 単 位 販売会社が定める単位とします。

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。
● 収益分配金を再投資する場合は、各計算期間終了日の基準価額とします。

購 入 代 金 販売会社が定める日までに、販売会社にお支払いください。

換 金 時

換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換 金 代 金 換金申込受付日から起算して、原則として６営業日目からお支払いします。

申 込 に
つ い て

申込締切時間 原則として毎営業日の午後３時までに販売会社の手続きが完了したものを
当日受付分とします。

申 込 不 可 日 ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀行のいずれかの休業日と同日の場合は、
購入・換金の申込みの受付けを行いません。

購 入 の
申 込 期 間

2017年２月21日（火）～2018年２月20日（火）
● 期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。

換 金 制 限 ありません。

購 入 ・ 換 金
申込受付の中止
および 取 消し

金融商品取引所の取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情
があるときは、購入・換金の申込みの受付けを中止すること、および既に受付け
た購入・換金の申込みの受付けを取消すことがあります。

決  算・
分 配 

決 算 日 11月20日 （該当日が休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配

年１回の毎決算日に、収益分配方針に基づき収益分配を行います。
分 配 金 受 取コ ー ス：税金を差引いた後、原則として決算日から起算して

５営業日目までにお支払いします。
分配金再投資コース：税金を差引いた後、自動的に無手数料で再投資されます。
● 販売会社によっては、どちらか一方のコースのみの取扱いとなる場合があります。

そ の 他

信 託 期 間 無期限 （設定日：2013年12月10日）

繰 上 償 還
受益権の口数が30億口を下回っている場合等には、委託会社はあらかじめ受
益者に書面により通知する等の手続きを経て、ファンドを繰上償還させることが
あります。

信託金の限度額 3,000億円とします。

公 告 電子公告により行い、委託会社のホームページ（http://www.nam.co.jp/）
に掲載します。

運 用 報 告 書 委託会社は決算後および償還後に交付運用報告書を作成し、販売会社から受益
者へお届けします。

課 税 関 係
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
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4.手続・手数料等

ファンドの費用・税金
◉ファンドの費用 

投資者が直接的に負担する費用

購 入 時 購入時手数料 ありません。 －

換 金 時 換金時手数料 ありません。 －

換 金 時 信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

毎 日

運用管理費用
（ 信 託 報 酬 ）

ファンドの純資産総額に年率0.20412％（税
抜0.189％）以内の率（以下「信託報酬率」とい
います）をかけた額とし、ファンドからご負担い
ただきます。
なお、2017年11月21日現在の信託報酬率は
年率0.20412％（税抜0.189％）であり、その
配分は次の通りとします。

▶運用管理費用（信託報酬）
＝保有期間中の日々の純資産総額

×信託報酬率（年率）

信 託 報 酬 率
（年率・税抜）
の 配 分

支払先 年率 役務の内容

委託会社 0.089％ ファンドの運用、法定書類等の
作成、基準価額の算出等の対価

販売会社 0.080％
購入後の情報提供、運用報告書
等各種書類の送付、口座内での
ファンドの管理および事務手続
き等の対価

受託会社 0.020％
ファンドの財産の保管・管理、
委託会社からの指図の実行等
の対価

監 査 費 用
ファンドの純資産総額に年率0.0108％（税抜
0.01％）をかけた額を上限とし、ファンドから
ご負担いただきます。

▶監査費用：公募投資信託は、外部
の監査法人等によるファンドの
会計監査が義務付けられている
ため、当該監査にかかる監査法
人等に支払う費用

随 時 その他の費用・
手 数 料

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の
諸費用および借入金の利息等はファンドから
ご負担いただきます。これらの費用は運用状況
等により変動するため、事前に料率・上限額等
を記載することはできません。

▶売買委託手数料：有価証券等の
売買・取引の際に仲介人に支払う
手数料

▶信託事務の諸費用：信託財産に
関する租税、信託事務の処理に
要する諸費用

▶借入金の利息：受託会社等から
一時的に資金を借入れた場合

（立替金も含む）に発生する利息

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することは
できません。

コスト

ファンドの投資対象や運用方法をしっかり
理解し、ご自身の目的に合っているかを
確認しましょう。

ゴ
ー
ル
の
前
に
最
終
確
認
!

どんな資産に
どのように
投資するのか？

どのようなリスクがあるのか、基準
価額の値動きの大きさがどの程度
なのかを確認しましょう。

ファンドのリスクを
理解できたか？

基準価額や分配金の実績、運用状況等に
ついて、具体的なデータで確認しておき
ましょう。

過去の
運用実績は？

購入から換金までの手続や手数料等
について、確認しましょう。

どんな手続で、
どのような手数料が
かかるのか？

購入から換金までの手続について記載しています。
決算日や信託期間なども確認しましょう。

販売会社によって異なります。
同じファンドでも販売会社によって購入時手数料が
異なる場合があります。また、販売会社によっては
購入金額が大きいほど、手数料率が割安となる場合
もあります。

購入時の手数料はどこも同じ？ 長期投資で影響の大きい手数料は？

運用管理費用（信託報酬）に注目！
運用管理費用（信託報酬）はファンドの保有期間中
継続的にかかるため、長期間保有する場合は特に
大切なチェック項目です。
一般的に、積極的な運用で高いリターンをめざす
アクティブファンドは運用管理費用が高く、指数に
連動した運用成果をめざすインデックスファンド
では低い傾向があります。

お申込みメモ

ファンドの費用

手続・手数料等

手数料も
ファンド選びの
重要なポイントの
１つですね！

賢く運用するために知っておこう
オールクリア!!

購入時手数料：
購入時に販売会社に対して支払う費用です。
購入時手数料がないファンドもあります。

購入

換金

信託財産留保額：
通常、換金時に負担する費用です。換金代金
から差し引かれ、信託財産（ファンドが保有
している資産）に留保されます。信託財産
留保額がないファンドもあります。

運用管理費用（信託報酬）：
ファンドの保有期間中に、投資者が信託財産
（ファンドが保有している資産）で間接的に
負担する費用です。

主な費用を確認しましょう。

４つのポイントを
しっかりチェックした
上で、ご自身のニーズ
に合ったファンドを
選びましょう！

5 6

アドバイ
スワンポイン
ト
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4.手続・手数料等

お申込みメモ

購 入 時

購 入 単 位 販売会社が定める単位とします。

購 入 価 額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額とします。
● 収益分配金を再投資する場合は、各計算期間終了日の基準価額とします。

購 入 代 金 販売会社が定める日までに、販売会社にお支払いください。

換 金 時

換 金 単 位 販売会社が定める単位とします。

換 金 価 額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額とします。

換 金 代 金 換金申込受付日から起算して、原則として６営業日目からお支払いします。

申 込 に
つ い て

申込締切時間 原則として毎営業日の午後３時までに販売会社の手続きが完了したものを
当日受付分とします。

申 込 不 可 日 ニューヨーク証券取引所、ニューヨークの銀行のいずれかの休業日と同日の場合は、
購入・換金の申込みの受付けを行いません。

購 入 の
申 込 期 間

2017年２月21日（火）～2018年２月20日（火）
● 期間満了前に有価証券届出書を提出することによって更新されます。

換 金 制 限 ありません。

購 入 ・ 換 金
申込受付の中止
および 取 消し

金融商品取引所の取引の停止、外国為替取引の停止、その他やむを得ない事情
があるときは、購入・換金の申込みの受付けを中止すること、および既に受付け
た購入・換金の申込みの受付けを取消すことがあります。

決  算・
分 配 

決 算 日 11月20日 （該当日が休業日の場合は翌営業日）

収 益 分 配

年１回の毎決算日に、収益分配方針に基づき収益分配を行います。
分 配 金 受 取コ ー ス：税金を差引いた後、原則として決算日から起算して

５営業日目までにお支払いします。
分配金再投資コース：税金を差引いた後、自動的に無手数料で再投資されます。
● 販売会社によっては、どちらか一方のコースのみの取扱いとなる場合があります。

そ の 他

信 託 期 間 無期限 （設定日：2013年12月10日）

繰 上 償 還
受益権の口数が30億口を下回っている場合等には、委託会社はあらかじめ受
益者に書面により通知する等の手続きを経て、ファンドを繰上償還させることが
あります。

信託金の限度額 3,000億円とします。

公 告 電子公告により行い、委託会社のホームページ（http://www.nam.co.jp/）
に掲載します。

運 用 報 告 書 委託会社は決算後および償還後に交付運用報告書を作成し、販売会社から受益
者へお届けします。

課 税 関 係
課税上は株式投資信託として取扱われます。
公募株式投資信託は税法上、少額投資非課税制度の適用対象です。
配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
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4.手続・手数料等

ファンドの費用・税金
◉ファンドの費用 

投資者が直接的に負担する費用

購 入 時 購入時手数料 ありません。 －

換 金 時 換金時手数料 ありません。 －

換 金 時 信託財産留保額 ありません。

投資者が信託財産で間接的に負担する費用

毎 日

運用管理費用
（ 信 託 報 酬 ）

ファンドの純資産総額に年率0.20412％（税
抜0.189％）以内の率（以下「信託報酬率」とい
います）をかけた額とし、ファンドからご負担い
ただきます。
なお、2017年11月21日現在の信託報酬率は
年率0.20412％（税抜0.189％）であり、その
配分は次の通りとします。

▶運用管理費用（信託報酬）
＝保有期間中の日々の純資産総額

×信託報酬率（年率）

信 託 報 酬 率
（年率・税抜）
の 配 分

支払先 年率 役務の内容

委託会社 0.089％ ファンドの運用、法定書類等の
作成、基準価額の算出等の対価

販売会社 0.080％
購入後の情報提供、運用報告書
等各種書類の送付、口座内での
ファンドの管理および事務手続
き等の対価

受託会社 0.020％
ファンドの財産の保管・管理、
委託会社からの指図の実行等
の対価

監 査 費 用
ファンドの純資産総額に年率0.0108％（税抜
0.01％）をかけた額を上限とし、ファンドから
ご負担いただきます。

▶監査費用：公募投資信託は、外部
の監査法人等によるファンドの
会計監査が義務付けられている
ため、当該監査にかかる監査法
人等に支払う費用

随 時 その他の費用・
手 数 料

組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の
諸費用および借入金の利息等はファンドから
ご負担いただきます。これらの費用は運用状況
等により変動するため、事前に料率・上限額等
を記載することはできません。

▶売買委託手数料：有価証券等の
売買・取引の際に仲介人に支払う
手数料

▶信託事務の諸費用：信託財産に
関する租税、信託事務の処理に
要する諸費用

▶借入金の利息：受託会社等から
一時的に資金を借入れた場合

（立替金も含む）に発生する利息

当該費用の合計額、その上限額および計算方法は、運用状況および受益者の保有期間等により異なるため、事前に記載することは
できません。

コスト

ファンドの投資対象や運用方法をしっかり
理解し、ご自身の目的に合っているかを
確認しましょう。

ゴ
ー
ル
の
前
に
最
終
確
認
!

どんな資産に
どのように
投資するのか？

どのようなリスクがあるのか、基準
価額の値動きの大きさがどの程度
なのかを確認しましょう。

ファンドのリスクを
理解できたか？

基準価額や分配金の実績、運用状況等に
ついて、具体的なデータで確認しておき
ましょう。

過去の
運用実績は？

購入から換金までの手続や手数料等
について、確認しましょう。

どんな手続で、
どのような手数料が
かかるのか？

購入から換金までの手続について記載しています。
決算日や信託期間なども確認しましょう。

販売会社によって異なります。
同じファンドでも販売会社によって購入時手数料が
異なる場合があります。また、販売会社によっては
購入金額が大きいほど、手数料率が割安となる場合
もあります。

購入時の手数料はどこも同じ？ 長期投資で影響の大きい手数料は？

運用管理費用（信託報酬）に注目！
運用管理費用（信託報酬）はファンドの保有期間中
継続的にかかるため、長期間保有する場合は特に
大切なチェック項目です。
一般的に、積極的な運用で高いリターンをめざす
アクティブファンドは運用管理費用が高く、指数に
連動した運用成果をめざすインデックスファンド
では低い傾向があります。

お申込みメモ

ファンドの費用

手続・手数料等

手数料も
ファンド選びの
重要なポイントの
１つですね！

賢く運用するために知っておこう
オールクリア!!

購入時手数料：
購入時に販売会社に対して支払う費用です。
購入時手数料がないファンドもあります。

購入

換金

信託財産留保額：
通常、換金時に負担する費用です。換金代金
から差し引かれ、信託財産（ファンドが保有
している資産）に留保されます。信託財産
留保額がないファンドもあります。

運用管理費用（信託報酬）：
ファンドの保有期間中に、投資者が信託財産
（ファンドが保有している資産）で間接的に
負担する費用です。

主な費用を確認しましょう。

４つのポイントを
しっかりチェックした
上で、ご自身のニーズ
に合ったファンドを
選びましょう！
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ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者　関東財務局長（金商）第３６９号
一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

商 号 等

加入協会

：

：

■ 投資信託のリスク

＜購入時に投資者が直接的に負担する費用＞
　● 購入時手数料
＜換金時に投資者が直接的に負担する費用＞
　● 信託財産留保額　
　● 換金手数料
＜保有期間中に投資者が信託財産で間接的に負担する費用＞
　● 運用管理費用（信託報酬）　
　● 監査費用
　● その他の費用・手数料（組入有価証券の売買委託手数料、信託事務の諸費用、借入金の利息等）
※ 当該費用とその合計額、上限額および計算方法は個別の商品毎に異なりますので、当資料では記載して

おりません。
※ 詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

■ 投資信託の費用

● 投資信託はリスクを含む商品であり、運用実績は市場環境等により変動し、運用成果（損益）はすべて投資者
の皆様のものとなります。投資元本および利回りが保証された商品ではありません。

● 当資料はニッセイアセットマネジメントが作成したものです。投資信託のご購入に際しては、販売会社より
お渡しする投資信託説明書（交付目論見書）、契約締結前交付書面等（目論見書補完書面を含む）の内容
を十分にお読みになり、ご自身でご判断ください。

● 投資信託は保険契約や金融機関の預金ではなく、保険契約者保護機構、預金保険の対象とはなりません。
証券会社以外の金融機関で購入された投資信託は、投資者保護基金の支払対象にはなりません。

● 当資料のいかなる内容も将来の市況動向等を示唆あるいは保証するものではありません。
● 当資料は信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証する

ものではありません。
● 当資料は、金融商品取引法に基づく開示資料ではなく、投資勧誘を目的とするものではありません。また、

個別のファンドを推奨するものではありません。

■ ご留意いただきたい事項

● 投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建資産の場合には為替変動リスクもあります）に投資します
ので、基準価額は変動します。したがって、投資元本を割込むことがあります。

● 投資信託は、預貯金とは異なり、投資元本および利回りの保証はありません。運用成果（損益）はすべて
投資者の皆様のものとなりますので、リスクを十分にご認識ください。

● 基準価額の変動要因は個別の商品毎に異なります。ご購入に際しては、投資信託説明書（交付目論見書）
の内容を十分にお読みください。

GOAL

START

投資
リスク

運用
実績

ファンドの
目的・特色

手続・
手数料等

ふくろう教授の

4つのポイントを
分かりやすく解説！

着目点が
見えてくる！


